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Ｕ Ｒ Ｌ：https://info.ibaraki.ac.jp/Profiles/23/0002300/profile.html
連 絡 先：susumu.uchida.envr@vc.ibaraki.ac.jp
教員略歴：内田晋／筑波大学附属駒場高校､ 東

京大学大学院・筑波大学大学院

研究分野キーワード：環境影響評価関連､ ライフサイクルアセスメント､ 産業連関分析､ ウォーター
フットプリント

主な就職先：公務員､ 流通､ 食品､ 自営 (農業)
主な出身高校：取手第一高校､ 竜ヶ崎第一高校､ 牛久高校

当研究室では､ 多角的なもの

の見方を学ぶことができます｡

環境に優しい技術があったとし

ても､ その原料を製造する時に

大きな環境負荷を与えていない

か､ また廃棄する時はどうか､

このように製品の原料から廃棄

まで ｢生涯｣ にわたる環境影響

を調べるのが ｢ライフサイクル

アセスメント｣ という方法です｡

ライフサイクルアセスメントで

はこの他にも､ CO２排出量を減

らすことはできるが水環境を汚

してしまうような技術を導入す

べきか､ といった異なる環境影

響領域での比較を行ったりする

ことができます｡ また､ 環境に

よい技術も経済性が伴わなけれ

ば社会には受け入れられません｡

そうした観点から､ 環境と経済

の両面を考えた研究も当研究室

では扱っています｡

経済的手法による環境・
エネルギー問題や政策の
分析茨城大学

農学部・地域総合農学科
大学院農学研究科

生命系経済学研究室
准教授／内田晋

数 学 農 学 社会科学
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１. 農業に関する環境影響評価

農業生産やそれに関連した技

術を対象に､ 主としてライフサ

イクルアセスメントを用いた環

境影響評価を行い､ その結果を

分析することにより農業と環境

の関係を明らかにします｡ 対象

とする技術は作物の栽培自体に

関するもの (新しい品種や栽培

方法など) や付加的な技術 (再

生可能エネルギーの導入や流通

システムの改善など) などで､

フィールド調査や統計データ､

補助的なデータベースによって

得られた情報をもとに､ ライフ

サイクルでの資源別の消費量や

環境負荷物質の排出量を集計

(インベントリ分析) し､ それ

をカテゴリ別に再集計すること

により環境影響領域ごとの影響

を解析します｡

２. 農業に関する経済評価

環境影響評価と同様､ 農業生

産やそれに関連した技術を対象

に､ 主として産業連関分析を用

いた経済波及効果の分析を行い

ます｡ 特に､ 今後期待される技

術を中心に､ その効果の経済的

な面を予測しています｡ その他､

環境影響評価の結果と合わせて

分析を行うことにより複数の選

択肢の比較を行ったり､ ある技

術の環境面と経済面が競合を起

こすようなケースで､ その競合

の内容を解析したりする研究も

行います｡ テーマによっては､

経済モデルを用いたシミュレー

ションによる将来予測なども行

います｡

３. 持続可能性に関する指標の

研究

主に枯渇性資源を対象に､ 生

産活動や消費活動の持続可能性

を数値で表すことのできるよう

な指標について研究しています｡

現在は､ 地域性や時間的変動を

考慮した新しいウォーターフッ

トプリント指標 (水消費の持続

可能性を表わす指標) の開発に

取り組んでいます｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://infoshako.sk.tsukuba.ac.jp/̃naoko.kaida
連 絡 先：naoko.kaida@sk.tsukuba.ac.jp
教員略歴：甲斐田直子／岡山城東高校､ 広島大

学大学院国際協力研究科

研究分野キーワード：環境政策および環境配慮型社会関連､ 環境心理学､ 環境経済学､ 環境配慮行動､
持続可能な社会

主な就職先：公務員､ 土木建設コンサルタント､ 住宅メーカー
主な出身高校：竹園高校､ 江戸川学園取手高校､ 富士東高校ほか全国

甲斐田研究室では､ 持続可能

な社会の創成を目指して､ 環境

配慮行動 (節電や節水､ 自然保

全など自然資源への負荷をでき

るだけ軽くする行動) につなが

る意思決定や行動実践自体を促

す方策を､ 環境心理学・環境経

済学のアプローチを用いて研究

しています｡ アンケート調査や

介入実験､ 実験室実験などによ

りデータを取得して､ 環境に関

わる人のこころや行動の状態や

変化を定量的に解析します｡

学生の出身分野は､ 社会工学､

土木工学､ 都市計画､ 森林管理､

メディア論､ 経営学､ 国際文化

論などさまざまで､ 全国各地か

ら来ています｡ また､ 中国､ ベ

トナム､ ミャンマー､ マラウィ

などからの留学生が在籍してお

り､ 国際色豊かな環境で学ぶこ

とができます｡ 海外を研究フィー

ルドにすることもできます｡

環境との関わりにおける
個人・集団・政策の意思
決定・行動変容に迫る筑波大学

理工学群社会工学類
大学院システム情報工学研究科
大学院生命環境科学研究科

環境意思決定・行動研究室
准教授／甲斐田直子

社会科学 人文科学 新 領 域

工 学

http://infoshako.sk.tsukuba.ac.jp/~naoko.kaida
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以下の３つの大きなテーマの

もとで､ 研究を展開しています｡

１. 環境配慮行動の行動変容要

因の解明

環境配慮行動は､ 実にさまざ

まな要因によって促進されたり

阻害されたりします｡ 例えば､

環境を大切に思う気持ちが強い

と行動しやすい傾向があり､ 金

銭的負担が高いと行動に至りに

くい傾向があります｡ 当研究室

では､ アンケート調査や介入実

験調査といった手法を用いて､

これらの要因を解明する研究を

しています｡ 例えば､ ごみ分別

を ｢楽しく｣ するちょっとした

きっかけづくりで行動を促す仕

組みを設計・試行し､ その効果

を検証する研究などを行なって

います｡

２. 都市環境・景観の心理的評

価

人は森林などの自然にふれる

と､ 疲れが回復したり環境保全

意欲が高まると言われています｡

都市地域にも､ 緑地や街路樹､

公園といったちょっとした自然

が存在します｡ 当研究室では､

都市環境が人々の心理状態 (心

身疲労の回復､ ポジティブ感情､

環境意識・行動意欲など) に与

える影響を､ 実験により検証し

ています｡

３. 自然保護区の環境価値評価

森林､ 湿原､ 海洋といった自

然は､ 観光やリクリエーション

だけでなく､ 漁業資源､ 水源確

保､ 水害軽減､ 土壌保全といっ

た多様な生態系サービスをもた

らしています｡ 近年これらを持

続的に利活用するために保護区

制度が国内外で導入され､ 保全

取り組みがなされています｡ 当

研究室では､ 自然保護区が持つ

上記の環境価値を貨幣価値評価

(見える化) する研究を､ 主に

海外 (ベトナム､ 中国､ マラウィ)

を対象に行なっています｡

研 究 概 要
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連 絡 先：wakana@cc.utsunomiya-u.ac.jp
教員略歴：�橋若菜／兵庫県立長田高校､ 神戸

大学大学院､ シェフィールド大学大
学院､ サセックス大学大学院

研究分野キーワード：環境政策および環境配慮型社会関連､ 地球環境政治､ 比較環境政治､ 地域・国
際比較

主な就職先：環境に優しい企業 (流通､ サービス業､ メーカー他)､ 公務員､ マスコミ､ 社会的起業
など

主な出身高校：東北､ 関東､ 北陸､ 四国､ 九州などの高校

環境問題への取組みは､ リー

ジョナル・国・ローカルレベル

で大きく異なっています｡ 再生

可能エネルギーは本当に高いの

でしょうか？生ごみは焼却する

のが当たり前でしょうか？今や

日本の常識は､ 世界の非常識で

す｡ 差異が生じるのはなぜか､

その帰結は何かを､ アクターや

制度の相互関係､ またその認識

枠組等に着眼して解き明かし､

政治学的視点から持続可能な社

会形成に向けての課題や解決方

法を考えます｡ 座学だけでなく

フィールドワークも重視し､ 異

分野理解能力､ コミュニケーショ

ン能力の向上もめざします｡ マ

ニュアルの通用しない時代､ 比

較政治・政策は､ 双方向の社会

的学習のプロセスでもあります｡

環境マインドあふれるグローバ

ル人材の養成に努めます｡

比較政治学の視点から､
持続可能な社会形成をめ
ざす宇都宮大学

国際学部・国際学科
大学院国際学研究科�橋若菜研究室
准教授／�橋若菜

政 策 学新 領 域 政 治 学
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１. 越境大気汚染の比較政治学：

越境大気汚染管理は､ なぜ欧

州で先行し､ 北米は10年遅れ､

東アジアでは未だ進展をみな

いのでしょうか？風上に中国・

韓国を抱える風下国・日本の

安全保障とは？先行研究や数

多くの一次データをもとに､

三地域における越境大気汚染

管理をめぐる地域環境協力制

度の形成や発展の軌跡を､ 通

時的､ 比較的､ また多視点的

に繙き､ その全体像を再構成

しました｡ 政治の役割や情報

公開､ 認識変化の重要性を論

証しています｡

２. 循環型社会・低炭素社会形

成の比較政治・政策：環境関

連の国際規範におけるパラダ

イムは､ 従前の､ ｢行政的合

理主義｣ から､ 1990年代には

｢経済的合理主義｣ 的なパラ

ダイム､ 近年はより包括的で

戦略的な ｢エコロジー的近代

化｣ へとシフトしているよう

です｡ これらの国際規範とそ

の変容が､ 経済レベルが異な

る欧亜諸国において､ どのよ

うに受容され内面化されてき

ているかを､ 動態的に比較分

析し解明し､ 受容が異なる理

由を多視点的に推論していま

す｡

３. 福島原発震災の記録継承：

21世紀初頭の世界史級の環境

災害である福島原発事故は､

今なお多くの人々の社会的生

活に多重な被害を及ぼしてい

ます｡ 復興､ 風評被害､ 異な

る価値が互いに衝突してしま

う中で､ コミュニティが､ 家

族が､ そして多面的存在であ

る個人までもが､ 分断され苦

しんでいます｡ 環境問題への

対応は､ いかなる時でも受苦

の表出から始まるという信念

のもと､ 福島原発震災が社会

に何をしたのかを記録し継承

し､ ここから我々は何を学べ

るかを考えています｡

研 究 概 要



����

Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.cuc.ac.jp/dpt_grad_sch/seisaku/seminar/index.html
連 絡 先：tsugimo@cuc.ac.jp

研究分野キーワード：環境政策および環境配慮型社会関連､ 環境社会配慮､ 自然エネルギー
主な就職先：情報通信業､ 建設業､ 運輸業など
主な出身高校：千葉商科大学付属高校､ 中央学院大学中央高校､ 都立小岩高校､ 留学生､ など

杉本ゼミナールは､ 大学のキャ

ンパス (千葉県市川市) を対象

として､ 日常生活に潜んでいる

環境情報を ｢見える化｣ します｡

ヒトは必ずゴミを出しますし､

エネルギーを消費します｡ 大学

には ｢省資源｣ ｢省エネルギー｣

といった環境学と直結する活動

があふれているのです｡

ゼミナールの年間スケジュー

ルは､ ４月～10月にその年のテー

マについて調査を行い､ 11月中

にとりまとめ､ 12月上旬のエコ

プロダクツ展 (東京ビッグサイ

ト) に研究報告を出展します｡

同じ学部内にメディア系のゼミ

ナールがあるため､ 協力し調査

研究を取りまとめたパンフレッ

トを作成します｡

ゼミナールを通じて､ 調査の

技法や他分野とのコミュニケー

ション､ 1年間を通じた進行管

理 (チーム・マネジメント) を

学び身に付けます｡

身の回りを見える化して
環境情報を身近に

千葉商科大学

政策情報学部 政策情報学科

杉本ゼミナール
准教授／杉本卓也

社会科学
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１. 自動販売機使用による電力

消費と節電見込み推計 (2017

年度)

キャンパス内を調査したとこ

ろ､ 飲料の自販機だけで44か所

設置されていることが分かりま

した｡ これら自販機は ｢朝／夜｣

｢授業期間／休暇期間｣ を通じ

て可動しています｡ 東日本大震

災以降では､ ｢ピークシフト型｣

など節電に対応した自販機があ

ります｡ キャンパス内の自販機

を節電するだけで､ １年間当た

り約２万kwhの節電を見込める

計算になります｡ これは設備投

資による節電で､ ヒトの追加的

な努力は不必要です｡ 節電効果

としては､ 家庭の電力消費 (１

年間) に換算すると約４世帯に

相当する電気の節電になります｡

２. キャンパス内の清掃､ ゴミ・

リサイクル状況調査 (2016年

度)

庶務課や大学が契約している

清掃業社の方にインタビュー調

査を実施し､ キャンパス内での

１年間の廃棄物の総量を把握し

ました (約64,000kg)｡ 概算で

は､ １年間､ １人当たり (学生・

教職員) 約10kgのゴミを出して

いる結果になりました｡ 主なも

のは､ 紙や弁当ガラ､ ペットボ

トルです｡ また､ インタビュー

調査の中で､ 庶務課と清掃業社

の連携により､ 清掃のタイミン

グや教室変更への対応がなされ

ていることも伺いました｡ 学生

や教員には見えないところで､

大学環境 (授業環境) の維持管

理がなされていることを､ 再確

認しました｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.cis.ac.jp/̃kyoin_info/RE/korenaga.html
連 絡 先：tkorenaga@cis.ac.jp
教員略歴：伊永隆史／岡山操山高校､ 岡山大学

大学院

研究分野キーワード：環境動態解析､ 小区分 環境計測､ 中区分 環境解析評価およびその関連分野､
大区分 K､ 生育環境解析､ 質量分析法､ トレーサビリティ､ 食品産地偽装

主な就職先：神栖市役所､ 銚子市立高校､ 千葉科学大学事務局
主な出身高校：銚子市立高校､ 県立銚子高校､ 県立波崎高校

学生の社会人基礎力の向上に

力を注ぐ研究室｡ 技術革新 (イ

ノベーション) が社会の変革に

与えるインパクトは絶大です｡

化学物質に関するイノベーショ

ンは､ どのようにして社会に受

け入れられるのかについて学修

するため､ 化学物質のリスク管

理を研究します｡ イノベーショ

ンを一個人に起こりうる事柄と

して実感させ､ 誰もがイノベー

タになれることを学ぶことがで

きます｡

中国西安交通大学と連携
し漢方薬の技術革新 (イ
ノベーション) に関連し
安定同位体を駆使した漢
方薬品質管理研究を行う

千葉科学大学

危機管理学部・環境危機管理学科
大学院危機管理学研究科

伊永研究室 (分析化学)
教授／伊永隆史

化 学 工 学 環境リスク

化学物質リスク 危機管理

http://www.cis.ac.jp/~kyoin_info/RE/korenaga.html
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漢方薬の中国工業化事例につ

いては､ 今日のさまざまな技術

革新 (イノベーション) がどの

ようにして起こり､ 日本や欧米

社会に受け入れられていくのか

に関して､ 環境科学・分析装置

工学の視点から危機管理学を先

端研究して教授する必要があり

ます｡ そのため､ 中国西安交通

大学医学部・葯学院との連携に

より､ 漢方薬の技術革新 (イノ

ベーション) に関する研究テー

マを最近立ち上げました｡ 中国

内陸部が経済発展から取り残さ

れたため､ 習政権は ｢一帯一路｣

政策を始めています｡ 西安交通

大学の医学部・葯学院が中心と

なって漢方薬の成分抽出と工業

化を行い､ 効き目が緩やかで副

作用の無い製薬を目指し､ 新シ

ルクロードを通じて欧米展開を

考えています｡ イノベーション

は高度な研究でのみ産出される

ものばかりではなく､ 日ごろの

思いつきや実験の失敗などから

偶然生まれる場合も多くありま

す｡ しかし､ そのようなイノベー

ションが社会の変革に与えるイ

ンパクトは絶大です｡ イノベー

ションを､ 学生が社会に出てか

らも個々人の課題として考え続

けさせるため､ 誰もがノーベル

賞級のイノベータになれる可能

性があることを積極的に伝えて

いきます｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.eng.ocha.ac.jp/envassess/toppage.html
連 絡 先：nakakubo.toyohiko@ocha.ac.jp
教員略歴：中久保豊彦／天理高等学校､ 大阪大

学大学院

研究分野キーワード：土木環境システム､ 物質フロー解析､ エネルギー収支解析､ ライフサイクルア
セスメント､ 環境リスク評価

主な就職先：公務員､ 製造業､ 金融・保険業
主な出身高校：関東圏の高校から進学する割合が比較的高い｡ その他全国から｡

環境問題を扱う際､ 問題を構

造化して､ 現況や対策実施の効

果をどう定量的に扱えるように

するか､ その効果はどのような

指標で測るべきか､ という一連

のフレームワークを考える必要

があります｡ このフレームワー

クを構築するための手法は､ 環

境モデリング技法として､ 学問

的知見の体系化や様々な技法の

開発が行われてきました｡

当研究室では､ 環境モデリ

ング技法の適用や開発を通して､

①低炭素社会への移行に向けた

地域環境計画､ ②循環型社会に

資する環境インフラ (下水処理

場､ ごみ焼却場) の更新計画､

③安全・安心社会の形成に向け

た環境リスク管理､ を対象とし

た研究に取り組んでいます｡

環境モデリング技法を
用いた環境計画の設計・
評価に関する研究お茶の水女子大学

生活科学部 人間・環境科学科
大学院人間文化創成科学研究科
生活工学共同専攻

環境評価学研究室
助教／中久保豊彦

数 学 物 理 化 学

工 学
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現在取り組んでいる､ 主な研

究テーマは以下の通りです｡

１. 下水汚泥エネルギー利活用

システムの設計支援ツールの

開発

都市の下水汚泥リサイクルは､

下水汚泥のエネルギー利用に焦

点を当てた時代へと移行してい

ます｡ 下水汚泥をエネルギー利

用する現場では､ 脱水後におい

ても汚泥の含水率が高い (約80

%) という課題の解決に向け､

システム設計に際して創意工夫

(バイオガスの有効活用､ 熱の

カスケード利用､ ごみ焼却場と

の連携等) が行われています｡

当研究室では､ そうした創意工

夫が反映できる設計支援ツール

の開発に取り組んでいます｡

２. 人口減少社会に対応しうる

環境インフラへの更新支援

これまで､ 下水処理場が下水

汚泥の処理を､ し尿処理場がし

尿・浄化槽汚泥の処理を担って

きましたが､ 人口減少社会を迎

えるにあたり､ 生活排水処理・

汚泥資源化機能の統合化を検討

する必要性が生じています｡ 加

えて､ 統合化を進めるにあたっ

ては､ ごみ焼却場との連携 (廃

熱エネルギーの活用等) も検討

事項となります｡ 統合化に向け

様々な選択肢がある中で､ 各選

択での環境性・経済性を評価す

るための施策立案評価モデルの

開発に取り組んでいます｡

３. 災害時における給水機能・

エネルギーマネジメントの対

応支援

災害大国である我が国では､

被害が起きないようにする対策

(被害の発生確率の低減策) に

加え､ 回復力や適応力の観点で

の対策 (被害の大きさの低減策)

の重要性も増しています｡ 当研

究室では､ 発災後からの復旧・

復興プロセスにおけるリスク管

理を対象とし､ QOL水準を考

慮した災害時給水計画立案支援

モデルの開発､ 災害時における

化学物質流出の影響評価とその

対策効果分析等を題材とした研

究に取り組んでいます｡

研 究 概 要



����

Ｕ Ｒ Ｌ：http://www2.obirin.ac.jp/katatani/
連 絡 先：katatani@obirin.ac.jp
教員略歴：片谷教孝：東京教育大学附属駒場高

等学校 (現・筑波大学附属駒場高等
学校)､ 東京大学大学院

研究分野キーワード：環境負荷およびリスク評価管理関連､ 環境動態､ 環境リスク管理､ 環境アセス
メント､ 防災

主な就職先：環境コンサルタント､ 公務員､ IT (システム開発)
主な出身高校：多数にわたるため､ 省略させていただきます｡

研究室の看板は ｢環境化学｣

ですが､ 実際には化学だけでな

く､ 社会科学系のテーマも扱っ

ており､ 近年はむしろそちらが

中心になっています｡ また出身

分野は応用化学ですが､ ずっと

コンピュータを主たる道具とし

てきたため､ 実験系の研究テー

マはわずかであり､ その点でも

文系寄りです｡ 特に重点的に取

り組んでいるのは､ 環境リスク

評価､ 環境リスク管理､ 環境ア

セスメント､ 防災計画などです

が､ 環境教育､ 環境配慮型まち

づくり､ 災害復興支援など､ 取

り組み分野は多岐にわたります｡

いずれの分野でも､ 自然科学だ

けでなく､ 常に社会科学や人文

科学の切り口からのアプローチ

を取り入れ､ 学際的な立場から

の取り組みを進めています｡

環境と社会の分析・予測・
計画

桜美林大学

リベラルアーツ学群・化学専攻
大学院国際学研究科

環境化学研究室
教授／片谷教孝

工 学化 学 社会科学

新 領 域
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研究テーマが多岐にわたるた

め､ 概要を短く説明することは

困難なので､ 例として３つだけ

取り上げます｡

１) 環境リスク管理

環境中に放出される化学物質

による人体リスクを低減するた

めの手法に関するテーマです｡

モデルによる濃度予測値や実測

値を使ったリスク評価と､ それ

らに基づいてどのようなリスク

低減策が有効であるかを検討す

るリスク管理､ さらには有効な

情報流通と合意形成のためのリ

スクコミュニケーションの手法

を検討しています｡

２) 環境アセスメント

開発事業に伴う環境影響を事

前に予測・評価し､ 影響を最小

化するための環境保全措置を検

討するのが環境アセスメント制

度で､ 既に40年以上の歴史があ

りますが､ 現在もまだ十分に機

能しているとはいえない面があ

ります｡ どこに課題があるのか

を明らかにして､ 改善策を提言

するための研究を行っています｡

３) 災害復興プロセス

東日本大震災のような大規模

災害の被害を受けた地域では､

長い年月をかけて復興が進めら

れます｡ いかにして効果的な復

興を進めるかについて､ 現地の

さまざまな事例を分析して提言

するための研究を行っています｡

研 究 概 要
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連 絡 先：fujikura@obirin.ac.jp
教員略歴：藤倉まなみ／雙葉高等学校､ 京都大

学大学院・北海道大学大学院

研究分野キーワード：環境政策・環境システム科学､廃棄物､ 不法投棄､ 悪臭､ 持続可能な開発のた
めの教育 (ESD)

主な就職先：公務員 (国家､ 地方)､ 製造業､ 流通業､ 廃棄物処理・リサイクル業､ 太陽光発電関連
業 等

主な出身高校：神奈川県立上溝南高校､ 神奈川県立元石川高校､ 私立光明学園相模原高等学校､ 諏訪
二葉高校

学部のゼミでは､ 環境関係の

施設等の見学､ ワークショップ

の体験などを通じて環境問題の

背景､ 対策の立案過程､ 政策手

法を体験的に学ぶことができま

す｡ あわせて､ 大学のごみの分

別など､ 学生が大学の施設管理

部門と協働してキャンパスのエ

コ化に取り組んでいる研究室で

す｡ その成果は学生が主体となっ

て学会発表します｡ また､ 希望

者は大学の環境報告書の編集に

も参加できます｡ 文系の学生も

多い､ 文理融合のゼミです｡

桜美林大学リベラルアーツ学

群 (環境学専攻) は､ 東京都の

環境人材認証制度である ｢ECO-

TOPプログラム｣ の認定を受け

ており､ その中心的な研究室で

す｡ ECO-TOPプログラムの修

了者には､ 東京都から登録証が

交付されます｡

環境問題を体感する

桜美林大学

リベラルアーツ学群 (環境学専攻)
大学院国際協力専攻 (環境コース)

藤倉まなみゼミ
教授／藤倉まなみ

社会科学
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１. 現場から学ぶ

廃棄物の不法投棄現場など､

さまざまな環境の現場に伺い､

文献からでは学べない生のお話

を伺います｡ どのような問題が

起こっているのか､ どのような

立場の人が何を主張しているの

か､ 解決のためにどのような政

策手法が望ましいのかを考えま

す｡

２. 足元から学ぶ

キャンパスのごみの組成を調

査し､ 分別を向上しリサイクル

率を高めるための対策をデータ

に基づいて大学に提案したり､

学生に食品ロスに関するアンケー

ト調査を行って､ 食品を食べ残

す要因や削減方策を検討したり

します｡ このほか､ 空き教室の

冷暖房や照明の利用状況の調査､

地域の河川清掃を通じたまちづ

くり団体との連携などを行って

います｡

３. 学術的研究

研究分野としては､ 廃棄物や

建設発生土の不法投棄・不適正

処理､ 食品ロスの削減を環境シ

ステム的な視点から研究テーマ

としているほか､ 持続可能な開

発のための教育 (ＥＳＤ) にも

関わっています｡ また､ 悪臭や

におい・かおり環境もテーマと

しています｡ 教員は元環境省の

職員で､ 現在は国や自治体の各

種委員 (環境審議会や廃棄物減

量化審議会､ 環境アセスメント

審査会などの委員｡ におい・か

おり環境協会副会長｡) を兼務

するほか､ ネイチャーゲームリー

ダーの資格を有し､ 環境ＮＧＯ

の活動の支援も行っています｡

これらの社会的活動も研究テー

マに結びついています｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.soka.ac.jp/faculty-profiles/hironobu-asaga/
連 絡 先：asaga@soka.ac.jp
教員略歴：朝賀広伸／創価高校､ 筑波大学大学

院 (修士) ・明海大学大学院 (博士)

研究分野キーワード：新領域法学関連､ 環境法､ 環境アセスメント､ 循環型社会､ 持続可能な発展､
環境マネジメント

主な就職先：三井住友銀行､ 三菱UFJ信託銀行､ リクルート､ 大成建設､ メディア東京､ IT関連企業
主な出身高校：南多摩高校､ 八王子東高校､ 創価高校､ 関西創価高校

環境法研究室では､ 世界の環
境法も学ぶことができます｡ 諸
外国の法制度を参考にして､ ロー
カルとグローバルな環境問題の
解決を目指します｡ 現代の複雑
で多様な環境問題を解決するた
めには､ 法律だけに頼るのでは
十分ではありません｡ 経済の仕
組みを利用して環境にやさしい
生活へと導く方法もあります｡
環境に関する情報をたくさん提
供することで自分から行動する
きっかけを作ることもできます｡

企業と協定を結んで法律よりも
積極的な環境保全を行うことも
できます｡ このようないろいろ
な方法を組み合わせて､ どうす
れば環境問題を解決することが
できるか､ 一緒に考察していき
ます｡ Think globally, Act locally!
(地球的規模で考え､ 足元から
行動する｡) との視点を大切に
して､ 現実的な問題解決の能力
を身に付けられるようにしてい
ます｡

環境法制度に関する総合
研究｡ 世界の環境法制度
を研究し､ 地球的環境問
題の解決を目指します｡創価大学

法学部・法律学科
大学院法学研究科

環境法研究室
教授／朝賀広伸

社会科学
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１. 環境法研究室では､ 環境基

本法の体系に属する法律を基

礎として､ 学習を展開してい

ます｡ 研究に関する具体的な

個別環境法としては､ 次のよ

うなものが挙げられます｡ 環

境基本法､ 環境影響評価法､

大気汚染防止法､ 水質汚濁防

止法､ 土壌汚染対策法､ 循環

型社会形成推進基本法､ 廃棄

物の処理及び清掃に関する法

律､ 自然環境保全法､ 地球温

暖化対策の推進に関する法律

など､ みなさんの関心と合う

ような広い範囲での環境法を

対象としています｡

２. 環境問題と環境法との関連

を学びます｡ 環境問題をめぐ

る訴訟と法政策について､ 基

本的な知識と理解を深めてい

きます｡ 関心のある環境問題

を取り上げ､ 発生のメカニズ

ムや社会的背景を深く考察す

る力を養うことができます｡

３. 環境問題の解決のために､

それぞれの環境法制度の理念

や目的､ 規制の内容､ 手続き､

判例などについて､ 理解を深

めることができます｡

４. グループディスカッション

を行い､ 解決のための多様な

方法を検討し､ コミュニケー

ションの力と考える力を身に

付けることができます｡

５. ｢Act locally｣ (足元から行

動する) を基本に､ フィール

ドでの体験学習・現地見学な

どを行い､ 見て・聞いて・感

じる力を磨きます｡

６. 知識と理論に加えて､ フィー

ルドでの体験を共有する ｢環

境への思いやり｣ を持った仲

間づくりをすることができま

す｡

研 究 概 要
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連 絡 先：t_okayama@mail.tais.ac.jp
教員略歴：岡山朋子／静岡県立清水東高等学校､

名古屋大学大学院環境学研究科

研究分野キーワード：環境政策および環境配慮型社会関連､ 循環型社会政策､ 廃棄物管理､ 低炭素社
会政策､ 再生可能エネルギー

主な就職先：再生利用事業者､ 一般企業､ 不動産管理､ 製造業､ 公務員等
主な出身高校：東京都､ 埼玉県､ 千葉県､ 神奈川県等関東近遠高等学校

持続可能な社会とは､ 循環型

社会と低炭素社会が同時に達成

された社会です｡ 日本では､ ま

ず省資源・省エネが重要です｡

さらに､ ごみとして捨てないで

資源として再利用したり､ 化石

燃料や核燃料ではなく､ できる

だけ太陽光や水力などの再生可

能エネルギーの利用を進める必

要があります｡ 研究室では､ こ

のような持続可能な社会の実現

を目指して､ 循環型社会構築に

関する研究や､ 低炭素社会構築

に関する研究を行っています｡

ゼミは､ 3年生から始まりま

す｡ ゼミ生は､ 循環型社会 (３

R：リデュース､ リユース､ リ

サイクル) に関する研究はもち

ろん､ 途上国の環境問題と対策､

電気自動車や太陽光発電､ 商店

街振興やアニメツーリズムによ

るまちづくりなど､ 広い分野に

またがって自由に研究を行って

います｡

合言葉 ｢もったいない｣
ごみの３R (循環型社会)
政策研究室｡ 食品や災害
廃棄物､ 容器包装などの
３Rを研究しています！

大正大学

人間学部 人間環境学科

岡山朋子研究室
岡山朋子

新 領 域社会科学
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主に災害廃棄物・災害時トイ

レに関する研究､ 食品廃棄物・

食品ロス (食べられるのに捨て

られる食品) に関する研究を進

行中！

１. 災害廃棄物・災害時トイレ

調査

日本は世界でも有数の自然災

害頻発国｡ 特に地球温暖化の影

響で､ 大規模水害の発生リスク

が高まっています｡ 災害が起こ

り家屋が被災すると､ 家電や家

具などの災害廃棄物が大量に発

生します｡ また､ 停電すると断

水するためトイレの水も流れな

くなり､ 数時間後にはトイレパ

ニックが起こります｡

この災害廃棄物と災害時トイ

レへの対応を検討し､ 計画策定

に貢献する研究を行っています｡

２. 家庭のごみの中身を調査！

家庭ごみの中で､ 重量で一番

多いのは生ごみ｡ その生ごみも､

例えば調理くず・食べ残し､ あ

るいは穀類・根菜類・魚類・肉

類といった項目に分類できます｡

家庭から実際にどのくらいの

食品ロスが排出されているか､

レジ袋がどのくらい家庭のごみ

になっているのかといった詳細

な実態を明らかにするため､ ゼ

ミでは ｢ごみ細組成調査｣ を実

施しています (写真参照)｡

３. おかえりやさいプロジェク

ト

おかえりやさいプロジェクト

は､ 名古屋発祥｡ スーパーやレ

ストラン､ 給食などから出た生

ごみを堆肥にリサイクルし､ そ

の堆肥を使って育てた野菜を店

頭や学校に戻すという ｢地域循

環型野菜によるまちづくり｣ の

取り組みです｡ このようなまち

づくりの取り組みに学生が関わ

り､ さらに自ら実践することを

応援します｡

研 究 概 要
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研究分野キーワード：安全・安心､ 社会公共システム､ 持続可能発展､ 環境情報､ 環境マネジメント､
GIS (地理情報システム)､ 時空間情報､ 土地利用・空間利用､ 環境政策､ 情報提供・情報共
有化

主な就職先：公務員､ コンサルタント､ 各種メーカー､ 研究機関
主な出身高校：関東近県だけではなく､ 北海道から沖縄まで全国の高校

山本研究室の特徴は､ GIS

(Geographic Information Systems;

地理情報システム) などの様々

な情報システムを利用して､ 環

境問題の解決に取り組むことで

す｡ 現代は様々な情報システム

が続々と開発され､ 日常生活に

は情報システムの進展によって

大きな変化が生じています｡ デ

ジタル地図上に多様なビッグデー

タを集約化して解析評価を行う

研究､ 他の情報システムと併用

して双方向性の情報交流や多様

な主体間の情報共有を行う研究

などがあります｡ 山本研究室で

は､ 特に大学院では学生のバッ

クグランドはそれぞれ異なって

おり､ 各自の強みを活かした研

究に取り組んでいます｡ また留

学生もいますので､ 諸外国の環

境事情にも触れることができま

す｡

(1) GIS､ 数値モデルを利用し
たビッグデータの解析評価
(2) GISとソーシャルメディア
等を利用した情報提供・ 共有
化手法
(3) 市民意識・行動や企業活動
(4) 災害の復旧・復興支援, 防
災・減災対策

電気通信大学

大学院情報理工学研究科情報学専攻

山本佳世子研究室
准教授：山本佳世子
研究支援員：渡邉亜沙､ 焦勇

工 学 社会システム工学 空間情報科学

環境科学 都市・地域計画学

連 絡 先：k-yamamoto@is.uec.ac.jp
教員略歴：山本佳世子／香川県立高松高等学校､

渡邉亜沙／東京学芸大学教育学研究
科､ 焦勇／電気通信大学大学院情報
システム学研究科
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山本研究室の特徴は､ 一口で

言えば､ ｢現実世界と仮想世界

をつなぐ研究｣ です｡

環境分野では､ 公開されてい

るデータとGIS､ 大気拡散モデ

ルを統合したシミュレーション

を行っています｡ 例えば､ 有害

化学物質であるダイオキシンの

大気中や土壌中などへの拡散状

況をシミュレーションし､ 結果

を地図上に表示する一連の解析

方法を開発しました｡ 焼却炉か

ら排出されるダイオキシン類の

データや気象データ､ 土地利用

データといった公開されている

ビッグデータを加工して総合的

に分析し､ 地図上に可視化する

ことで､ 新たな問題点をあぶり

出せるかもしれません｡ さらに､

人口分布データと組み合わせれ

ば､ 将来的な環境リスクの変動

を予測することも可能でしょう｡

一方､ 防災分野では､ GISと

ソーシャルメディアを使い､

GPS機能の付いたスマートフォ

ンなどの端末から､ 地域住民に

よって ｢ツイート｣ された災害

情報を加工し､ リアルタイムに

地図上へ集約するシステムを開

発しました｡ 平常時も地域情報

として活用し､ 災害時は被災状

況や避難経路などの最新情報を

簡単に入手できます｡ これと同

様の仕組みを ｢観光スポットの

推薦システム｣ にも展開してい

ます｡ 自分の好みや利用シーン

を指定すると､ それに合った観

光スポットを勧めてくれます｡

最近では､ 三次元GISにAR

(拡張現実)､ VR (仮想現実)

の技術を使って､ 現実世界に推

薦コメントなどの情報を重ねて

提示し､ リアルタイムにナビゲー

ションする機能も追加しました｡

また､ 三次元GISにAR (拡張現

実)､ VR (仮想現実) の技術を

導入した新しい時空間情報シス

テムも開発しました｡ このよう

なシステムは､ 地域活動支援､

教育支援などでの用途も期待す

ることができます｡

研 究 概 要
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連 絡 先：okubo@tokai-u.jp
教員略歴：大久保彩子／土浦第一高等学校､ 東

京大学大学院

研究分野キーワード：海洋政策・環境社会システム､ 海洋生態系､ 持続可能な開発､ 国際漁業資源管
理､ 南極海

主な就職先：観光業､ 小売業､ 情報通信業､ 物流業､ 大学院進学
主な出身高校：八幡高等学校､ 城北埼玉高等学校､ 旭川龍谷高等学校､ 岡山南高等学校

私たちの日常生活は世界の海

につながっています｡ 日々の食

卓にのぼる魚は世界中の海から

やってきますし､ 陸上での農業

生産もまた､ 海洋環境への負荷

をもたらします｡ 日本が諸外国

から輸入する物資のほとんどは

船で運ばれてきますが､ 船舶の

運航にも環境負荷が伴います｡

そうした環境負荷をできるだけ

軽減し､ また海の資源を枯渇さ

せることなく利用していくこと

は､ 日本と世界の重要な課題で

す｡ この研究室では､ 海洋の環

境と資源を守りながら利用して

いくための国際的なルール作り

や協力のあり方､ 日本国内の政

策の実態､ 政策形成過程やその

要因を研究しています｡ 特に､

クジラやマグロ､ サメなどの高

度回遊性の海洋生物や､ 南極海

の海洋生物資源に関する事例研

究に取り組んでいます｡

海洋生態系の保全と
持続可能な利用に向けた
国際協力の課題を探る東海大学

海洋学部・海洋文明学科
大学院海洋学研究科

大久保研究室
(海洋環境政策研究室)
准教授／大久保彩子

社会科学
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１. 南極海の海洋生態系保全と

国際協力

南極海に関しては､ 海洋生態

系を保全しながら利用していく

ために国際協調のもとで様々な

対策が進められています｡ 南極

大陸の領土権を主張する国々と､

そうした主張を認めない国々の

双方が､ 国際協力を促進するユ

ニークな体制になっています｡

南極海の資源管理や海洋保護区

の設定､ 船舶起因汚染対策など

の政策措置の内容や､ 多国間の

協力がなぜ可能になったのか､

利害調整の過程や合意の促進要

因について分析しています｡

２. 捕鯨問題を読み解く

捕鯨問題というと､ 賛成・反

対の対立の構図が注目されがち

ですが､ 国際交渉や日本の捕鯨

政策の実態は意外と知られてい

ません｡ 調査捕鯨の仕組みや鯨

肉の消費動向も踏まえながら､

人とクジラの多様なかかわりに

ついて研究しています｡

３. 漁業資源の国際管理の現状

と課題

マグロ類をはじめとする漁業

資源の国際管理の枠組みは数多

く存在しますが､ 特に商業的価

値の高い魚は過剰漁獲がされや

すく､ 乱獲が深刻化して初めて

本格的な規制が導入されること

もしばしばです｡ そこで､ みな

みまぐろ保存委員会や中西部太

平洋まぐろ類委員会などの事例

に着目し､ 国際交渉の実態や各

国の交渉態度の決定要因につい

て研究しています｡ 生物多様性

の保全と資源利用を両立させ､

海の恵みを末永く享受していく

ための国際社会の課題を探りま

す｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.kt.depe.titech.ac.jp/index.html
連 絡 先：tokimatsu.k.ac@m.titech.ac.jp
教員略歴：時松宏治／東京都立 青山高校､ 東

京大学大学院 工学系研究科 電気
工学専攻

研究分野キーワード：環境政策､ 環境配慮型社会､ 循環型社会システム､ エネルギーの技術・システ
ム・環境・政策の評価､ ライフサイクルアセスメント､ 資源環境経済学､ 持続可能な発展

主な就職先：エネルギーインフラ､ シンクタンク､ コンサルタント､ 保険会社､ 行政機関
主な出身高校：不明

当研究室の特徴は多様性と広範

性です｡ 自由な研究活動と日常

生活を信条とするため､ 指導教

員とのコミュニケーションで全

てが成り立っています｡ 日本人

学生は若干名で､ アジア､ 東南

アジア､ 中東・北アフリカから

のトップレベルの留学生が大半

です｡ 研究室学生は全て大学院

生で､ 意欲的な成長志向､ 高い

目標とモチベーションを皆持っ

ています｡ ｢ダイヤモンドはダ

イヤモンドで磨く｣ 切磋琢磨を

しています｡ そのため､ 成熟な

大人の立ち居振る舞い・自立・

自律・自己責任で判断・行動が

できる学生ばかりです｡ 共通言

語は英語｡ 指導教員は ｢理想的

なメンター｣ を目指し､ 学生の

将来の自己実現のために粉骨砕

身でネットワーキングや環境､

機会を作っています｡ 結果とし

て､ 学生全員が査読付論文を発

表しています｡

当研究室の社会貢献の理念
は､ 技術と社会経済の接点
となる研究教育を行うこと｡
個別のエネルギー技術を理
解しつつ､ 技術の社会的意
義を探求し､ 社会に対して
明らかにする｡
当研究室では､ 持続可能な
発展に向けて､ 環境・エネ
ルギー・資源の理工学と経
済学を基礎に､ 技術・シス
テム・ライフサイクル影響
評価・資源環境経済学など
幅広く扱います｡

東京工業大学

環境・社会理工学院 融合理工学系

時松研究室
准教授／時松宏治

物 理数 学 化 学

理 学工 学 社会科学

新 領 域
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普通の日本の大学の研究室と

は違い､ 学生は自分の問題意識

を研究テーマに設定しています｡

指導教員が決めることはなく､

指導教員はその研究テーマ遂行

のために､ 国内外に様々なネッ

トワークと共同研究を行う機会

を作っています｡ 以下は研究室

学生の研究概要です｡ 一見､ 全

くバラバラのようですが､ 相互

に関係があり､ ミクロレベルの

技術から､ 技術の社会経済的な

意味づけを模索するマクロレベ

ルまでをカバーしています｡

１. エネルギーの技術開発の評

価

東南アジア諸国の学生の研究

テーマは､ この分野が多いです｡

この諸国ではアブラヤシやココ

ナツなどの産品が豊かである一

方､ 発生するヤシ殻などの廃棄

物が問題となっています｡ この

廃棄物を石炭に混ぜて燃やす技

術により､ 電気が足りない地域

で電力を供給する技術開発の経

済性や環境性の評価などを行っ

ています｡ 今日の日本らしいテー

マは電力と水素の技術も対象と

しています｡

２. エネルギーシステム・環境

政策の評価

中東・北アフリカの学生の研

究テーマは､ この分野が多いで

す｡ 石油・ガスの産出国は依存

度を下げ､ 再生可能エネルギー

資源にシフトを急いでいます｡

この地域では太陽光・太陽熱が

豊かであるため､ それをどのよ

うに導入・普及を進めてゆくか

に高い関心があり､ 固定価格買

取制度などの効果を評価しよう

としています｡

３. 社会の発展を ｢測る｣

上に述べたようなエネルギー

技術の開発・導入・普及の努力

が､ 社会や人類の発展に役立つ

のか？を客観的に知りたい､ と

いう研究テーマです｡ 地域資源

を有効利用しながら地域経済に

資金が循環するか､ エネルギー

と経済発展・貧困､ 人と人との

つながりと幸福度の関係の国際

比較､ エネルギー安全保障など

もテーマにあります｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：村山研究室 http://www.tm.depe.titech.ac.jp/
錦澤研究室 http://www.nishikiz.depe.titech.ac.jp/

連 絡 先：murayama.t.ac@m.titech.ac.jp
教員略歴：村山武彦／兵庫県立宝塚高校､ 東京

工業大学大学院 錦澤滋雄／神奈川
県立湘南高校､ 東京工業大学大学院

研究分野キーワード：環境政策および環境配慮型社会関連､ 環境アセスメント､ 合意形成､ 市民参加､
リスク管理､ リスクコミュニケーション

主な就職先：公務員：環境省・東京都庁､ 神奈川県など､ 教育・研究：大学・研究所など､ その他：
製造業・金融業・マスコミ・ITなど多方面で活躍

主な出身高校：湘南高校､ 聖光学院､ 城北高校､ 八王子東高校､ 栄光学園､ 東邦高校など

環境政策・計画とは､ 持続可
能な社会にむけて､ 対症療法で
はなく､ 原因となる活動に焦点
を当てて､ 経済社会システムの
改変を促し､ 人々のライフスタ
イルを変化させていく取組みで
す｡ 本研究室では､ よりよい環
境政策や計画のための方法論に
ついて研究を行っています｡

この分野ではハードウェア､
ソフトウェア､ ハートウェアの
３つを対象としています｡ ハー
ドウェアは､ 個々の人工的施設

という点的なものに加え､ 都市・
地域構造や土地利用といった面
的なものを含みます｡ ソフトウェ
アは､ 社会活動や生活行動の仕
組みやルールであり､ 政策・計
画分野の中心です｡ ハートウェ
アとは､ ハードとソフトのそれ
ぞれを支えるものとしての環境
意識や環境倫理を指します｡ 本
研究室では､ これら三つをそれ
ぞれ改善していく方法論を構築
することを目指しています｡

持続可能な社会のための
よりよい政策決定や計画
策定を目指して東京工業大学

環境・社会理工学院融合理工学系

環境政策・計画研究室
教授／村山武彦
准教授／錦澤滋雄

工 学 社会科学 人文科学

新領域
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１. 環境アセスメントに関する

研究

効果的な環境アセスメントを

実施するための基本的な枠組み

や評価手法､ 参加手続きなどの

研究を行っており､ なかでも開

発援助 (ODA) における環境

社会配慮､ 再生可能エネルギー

に適用されるアセス制度の設計､

などを重要なテーマとして位置

づけ､ 取り組んでいます｡ 国内

事例だけではなく､ アジアや欧

米のアセス制度との国際比較な

ども行っています｡

２. 環境リスクの管理手法の開

発

社会には様々な環境リスクが

存在しており､ 科学的な判断だ

けでは意思決定が困難な事例が

増えています｡ そのため､ 客観

的なデータに基づくリスクの推

定とともに､ 市民意識を考慮に

入れたリスク管理のあり方を検

討しています｡

３. 多様な主体の間のコミュニ

ケーション・対話手法の設計・

提案

様々な主体の間の社会的な合

意形成を目指すため､ 環境リス

クを対象としたコミュニケーショ

ンの社会実験や政策対話の分析

を進めています｡ 2011年の原発

事故を受け､ 放射性物質をめぐ

るリスクコミュニケーションも

扱っています｡

４. 再生可能エネルギーの社会

的受容性に関する研究

風力､ 地熱､ 太陽光､ バイオ

マス等の再エネ発電施設の開発

により､ 地域とのトラブルや苦

情が発生しています｡ これらの

再エネ導入に伴う地域社会への

影響発生実態や社会的受容性の

問題に着目した研究にも取り組

んでいます｡

５. 気候変動対策としてのCO2

回収・貯留技術 (CCS) の

社会的受容性に関する研究

工場や発電所などから発生す

るCO2を回収し､ 長期間にわた

り安定的に地中貯留する技術

( CCS: Carbon Capture and

Storage) の制度化や社会的受

容性について取り組んでいます｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.me.titech.ac.jp/̃masui-kanamori/index.html
連 絡 先：munesue.y.aa@m.titech.ac.jp
教員略歴：増井利彦／大阪府立天王寺高等学校､ 大

阪大学大学院､ 金森有子／桜蔭高等学校､
京都大学大学院､ 棟居洋介／千葉県立東
葛飾高等学校､ 東京工業大学大学院

研究分野キーワード：環境保全対策およびその関連分野､環境経済､ 政策評価､ モデル､ 環境システ
ム

主な就職先：官公庁､ 研究機関､ メーカー､ 金融､ 情報通信
主な出身高校：成城高等学校､ 福島県立原町高等学校､ 愛知県立豊田西高等学校､ 創価高等学校､ 茨

城工業高等専門学校

東京工業大学と国立環境研究

所の連携協定のもとで運営され

ている研究室です｡ 外国人留学

生も多く､ 現在は､ 中国､ イン

ドネシア､ タイからの留学生が､

それぞれの出身国を対象に低炭

素社会や持続可能な社会の実現

に向けた研究を行っています｡

学内の他研究室や海外の研究機

関､ 国内の民間企業やNPOなど

と連携した活動や共同研究も積

極的に行っています｡ 学位論文

の研究テーマは､ 学生自身が関

心のある分野について自分で課

題を発見し､ 仮説を立て､ 問題

解決に向けて取り組むというス

タイルをとっており､ 様々な研

究テーマに取り組んでいます｡

また､ 国立環境研究所との連携

を活かして､ つくばで様々な研

究分野の専門家の指導を受ける

機会もあります｡

人間､ 社会､ 経済を含め
たモデル開発を行い､ 持
続可能な社会の実現に向
けた将来シナリオの作成
と政策評価を行います｡

東京工業大学

工学院 経営工学系 経営工学コース

増井・金森研究室
教授／増井利彦
准教授／金森有子
助教／棟居洋介

数 学 工 学 社会科学

http://www.me.titech.ac.jp/~masui-kanamori/index.html
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増井・金森研究室では､ 様々

な学問領域の知見を活用して環

境問題を解決するための政策を

評価する統合評価モデルと呼ば

れるモデルの構築と､ それを利

用した様々な分析を主なテーマ

としています｡ 主として取り扱っ

ている環境問題は､ 地球温暖化

間題ですが､ 廃棄物処理やリサ

イクル､ 土地利用変化をはじめ

とする生態系にまで拡張してい

ます｡ こうしたモデル開発とそ

の分析を通じて､ 効率的に (経

済的なロスを最小に) 地球温暖

化問題や廃棄物問題などを解決

する方法､ つまり､ 環境保全と

経済発展を両立させるための方

策を探っています｡ 特に､ アジ

ア太平洋地域から留学生を受け

入れて研究を行っており､ 各国

が抱える様々な問題を一緒に議

論しています｡ 環境問題の解決

には､ 長期的､ 短期的な視野を

踏まえた対応や､ 環境問題だけ

ではなくその他の課題も踏まえ

て検討しなければなりません｡

近年､ ｢低炭素社会｣ という言

葉をよく目にするようになりま

したが､ 具体的にどういった社

会を皆さんはイメージされるで

しょうか？中央環境審議会の中

長期ロードマップ小委員会に委

員として参加し､ これまでに開

発したモデルを用いて2020年や

2050年のわが国の温室効果ガス

排出量の削減に向けた施策とそ

の効果､ さらには低炭素社会が

実現した場合の姿を検討してい

ます｡ このほか､ 長期的な対応

や環境問題以外の課題としては､

環境研を中心にアジアの低炭素

社会構築に向けたシナリオ開発

や､ 温暖化の影響も含めた社会・

経済活動の将来シナリオの検討

を世界の研究者と一緒に行って

おり､ 2011年度からは新たに持

続可能な社会への転換方策に関

する研究にも取り組んでいます｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://envsys.k.u-tokyo.ac.jp/tcos/
連 絡 先：tasaki.tomohiro@nies.go.jp

研究分野キーワード：循環型社会システム､ 産業エコロジー､ 気候変動 (特に適応)､ 持続可能な資
源管理､ 環境政策

主な就職先：官公庁､ 研究機関・シンクタンク､ 各種製造業､ エネルギー産業､ 商社等

当研究室では､ 学生と教員の

比が２対１という贅沢な研究環

境のもと､ 環境研究の第一線で

活躍する国立環境研究所の研究

者３名から指導を受けることが

できます｡ 専門の異なる３名か

らの指導で､ 視野が拡がること

間違いなしです｡ 自分を成長さ

せたい､ 伸ばしたい学生にもっ

てこいの研究室です｡

環境問題ならびにその対策は､

時代とともに徐々に変化して

います｡ 一方､ 解決が難しい問

題も残っています｡ 新しい視点・

アプローチで問題を捉えていく

気概と努力がなければ､ 環境研

究が社会に貢献することは難し

いでしょう｡ あなたが社会人と

して活躍している10年先､ 20年

先を見据えた環境研究に取り組

む意欲のある教員が揃っている

研究室で､ 環境研究に取り組み

つつ､ 視点の磨き方も学んでみ

ませんか｡

資源利用に伴う環境負荷
を低減し､ 廃棄物を有効
に活用し､ 気候変動に適
応した ｢循環型社会｣ を
創る研究を行います｡

東京大学
大学院新領域創成科学研究科環境システム学専攻

循環型社会創成学分野
田崎・肱岡・中島研究室
(国立環境研究所との連携講座)
田崎智宏客員教授
肱岡靖明客員教授
中島謙一客員准教授

新 領 域
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10年先､ 20年先を見据えた環

境研究として､ ここでは３つの

研究を紹介します (その他の研

究等はホームページをご覧くだ

さい) ｡

①資源利用に伴う環境負荷を低

減する｡

②人口減少社会で廃棄物のリサ

イクルを確保する｡

③気候変動に適応する｡

①は､ 日本が様々な資源を国

外から輸入していることに着目

した研究です｡ 皆さんは､ 輸入

される資源が採掘・採取される

ときに､ 国外で環境汚染や自然

破壊を引き起こしているという

ことを知っていますか｡ ほとん

ど認識していないのではないで

しょうか｡ そのことを認識しや

すくするために､ 静脈資源であ

る廃棄物を含めて資源の供給か

ら製品生産の流れ (サプライチェー

ン) の構造を分析して資源利用

に伴う環境問題を明らかにする

とともに､ 対策を行った場合の

効果などを定量的に示す研究を

しています｡

②は､ 国内で人口が減少する

なか､ これまでの廃棄物処理・

リサイクルのシステムをそのま

ま維持はできないという問題に

取り組む研究です｡ 特に､ 自治

体が処理を行っている家庭ごみ

などの一般廃棄物に着目して､

廃棄物処理・リサイクル施設の

整備の違いがもたらす環境負荷

や費用の違いを分析し､ 適正な

処理を確保しつつリサイクルを

進展させる方策を提示します｡

③は､ 気候変動がもたらす被

害を小さくしたり､ 回避したり

する ( ｢適応｣ といいます｡ )

研究です｡ すでに私達は大量の

温室効果ガスを大気中に放出し

てしまっていて､ 今後､ 気候変

動の影響は避けられないと考え

られています｡ 温室効果ガスの

排出抑制を行うと同時に､ 適応

策が必要となっています｡ 適応

や実践を進めるための分析や方

法論の構築を行います｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.recwet.t.u-tokyo.ac.jp/lab/
連 絡 先：furumai@env.t.u-tokyo.ac.jp
教員略歴：古米弘明／修道高等学校､ 東京大学

大学院

研究分野キーワード：水環境保全､ 雨天時汚濁流出､ 病原微生物制御､ 生物学的水処理､ 溶存有機物
主な就職先：大学・研究機関､ 公務員､ 水インフラ関連企業､ 建設会社
主な出身高校：筑波大学附属駒場高等学校､ 東京学芸大学附属高等学校､ 開成高等学校､ 灘高等学校､

明和高等学校

水環境制御研究室では (１)

都市における浸水対策の高度化

と雨天時汚濁の制御､ (２)都市

水循環系における病原微生物の

挙動解析と制御､ (３)環境浄化・

水処理における生物学的浄化機

構の解明､ (４)精密質量分析に

よる溶存有機物の特性評価など､

国内外の水環境や用排水システ

ムの制御に関わる多様かつ複合

的な課題を扱っています｡ 研究

を通して､ ｢幅広い知見を吸収・

消化する能力｣､ ｢問題や課題を

発見・抽出する能力｣､ ｢課題解

決のための独創的戦略の立案能

力｣､ ｢こだわりをもって最後ま

で遂行する能力｣､ ｢成果を総括

して的確に伝える能力｣ を身に

つけることをモットーとしてい

ます｡

都市水環境の制御に関わ
る多様かつ複合的な課題
の解決を目指して東京大学

大学院工学系研究科附属水環境制
御研究センター/都市工学専攻

水環境制御研究室
教授／古米弘明

化 学 生 物 数 学

工 学
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(1) 都市における浸水対策の高

度化と雨天時汚濁の制御

都市における雨水管理のスマー
ト化が求められています｡ 近年､
局地的集中豪雨に伴う内水氾濫
が頻発し始めており､ 下水道施
設を考慮した浸水モデル解析に
より､ 施設の構造と機能を診断
して､ 浸水防止の施設能力を正
しく評価することを目指してい
ます｡
(2) 都市水循環系における病原

微生物の挙動解析と制御

水の微生物学的安全性は､ 水
道､ 下水ならびに河川､ 沿岸な
どの水浴や親水などにおける安
全管理の面から非常に重要です｡
循環する水のどこにウイルスを
はじめとした病原微生物のホッ
トスポットがあり､ どのような
制御が有効なのかを提案するこ
とを目指しています｡
(3) 環境浄化・水処理における

生物学的浄化機構の解明

微生物を活用した環境浄化､
水処理技術は広く普及していま
す｡ しかし､ こうした技術の多
くは経験的に構築されてきたも
のが多く､ どのような微生物が
どのような機能を発現している

のか､ という基本的なメカニズ
ムについてはブラックボックス
のままにされているのが現状で
す｡ そこで我々は､ 分子生物学
的手法を中心として､ 生物学的
作用に基づく環境浄化や水処理
技術の機構解明に資する研究を
多角的に進めています｡
(4) 精密質量分析による溶存有

機物の特性評価

水中の溶存有機物は多様な未
知成分の混合物です｡ これらの
中の特定の成分が､ 様々な水質
障害に関与しています｡ しかし､
従来の有機物分析の視点は､
TOC､ COD､ BODのように包
括的な量の評価にとどまってお
り､ ｢組成｣ は考慮されてきま
せんでした｡ そこで､ 高分解能
質量分析計を活用して､ 溶存有
機物の分子組成解析､ 監視物質
の一斉評価法の確立などに取り
組んでいます｡

我々の研究室では､ 片山浩之
准教授､ 栗栖太准教授､ 春日郁
朗准教授が連携して､ 上記のよ
うな様々なテーマについて研究
を進めています｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/matsuolab/
連 絡 先：matsuolab＠webpark1776.sakura.ne.jp
教員略歴：松尾基之／都立富士高校､ 東京大学

大学院

研究分野キーワード：環境解析評価およびその関連分野､ 非破壊状態分析､ 放射化分析､ 貧酸素水塊､
土壌汚染

主な就職先：公務員､ 大学教員､ 化学・食品メーカー､ コンサルティング業､ 銀行
主な出身高校：駒場東邦､ 海城､ 土浦第一､ 新潟南

当研究室では､ 身近な環境に

おける種々の化学物質・元素の

分布と挙動の解明を行っている｡

また､ 環境中の元素の化学状態

を調べることにより､ 逆にその

元素の周囲の環境を明らかにす

ることを試みている｡ 例えば､

干潟・沿岸域の堆積物に含まれ

る元素のうち､ 鉄やマンガンは

酸化的環境で沈殿し､ 硫黄は還

元的環境で沈殿する｡ これらの

元素の挙動を調べることにより､

埋立てや浚渫等による環境変化

を化学的に知ることができる｡

また､ 工場跡地における､ ヒ素

や６価クロムなどの重金属類に

よる地下水や土壌汚染にも着目

し､ 様々な分析手法を活用し､

環境中での挙動や汚染メカニズ

ムを探究している｡ フィールド

ワークと詳細な測定を継続的に

行い､ 流出の原因探索と流出メ

カニズムの解明を目指している｡

物質の化学状態から環境
を見る！
海底堆積物を用いた沿岸
域の環境評価／工場跡地
における６価クロム汚染

東京大学

教養学部・学際科学科
大学院総合文化研究科
大学院理学系研究科 (兼担)

環境分析化学研究室
教授／松尾基之

理 学 化 学 地 学

生 物
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１. 海底堆積物を用いた沿岸域

の環境評価

東京湾では､ 青潮を引き起こ

す原因となる貧酸素水塊の発生

は､ 過去に浚渫した窪地が関係

することが示唆されている｡ 海

水を採取することで ｢その時｣

の環境は評価できるが､ 過去の

環境を見ることはできない｡ 我々

は過去に発生した貧酸素水塊の

履歴が直下の堆積物に記録され

ているものと捉え､ 堆積物を鉛

直方向に採取し元素の分布と化

学状態を分析することで､ 堆積

年代別の環境を把握することを

目指している｡ 分析手法として

は､ 複数の微量元素濃度を精度

よく分析できる機器中性子放射

化分析法や､ 元素の化学状態を

調べられるＸ線吸収微細構造法

等の最先端の手法を活用してい

る｡ その結果､ 酸化的環境で沈

殿する元素としてFe, Mn, Th,

Ce､ 還元的環境で沈殿する元

素としてS, Uを指標として用

いることにより､ 過去に発生し

た貧酸素水塊の程度を ｢可視化｣

することができる可能性が示さ

れ､ 研究を継続している｡

２. 工場跡地における６価クロ

ム汚染

都立大島小松川公園の地中に

は､ ６価クロムを含むクロム鉱

滓が還元処理 (無害化) を施さ

れた後に埋められている｡ しか

し､ ６価クロムの地表への流出

が時折確認され､ その流出原因

はわかっていない｡ 我々は､ 継

続的に公園周辺の水・雪・土壌

試料を採取して､ ６価クロムの

有無を調査し､ 大雨や雪が降る

と地表に流出する傾向があるこ

とを見出した｡ クロム鉱滓に含

まれる６価クロムは､ 水に溶け

やすい性質をもつことから､ 大

雨や雪が流出の引き金となると

考えられる｡ 現在は､ ６価クロ

ムの流出量と雨量の関係を調べ

ながら､ 流出が ｢いつ｣ ｢どの

ような時に｣ 起こるのかを明ら

かにし､ 将来予測ができるよう

にしようとしている｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.urm.t.u-tokyo.ac.jp/index.html
連 絡 先：森口：yuichi@env.t.u-tokyo.ac.jp

栗栖：kiyo@env.t.u-tokyo.ac.jp
中谷：nakatani@env.t.u-tokyo.ac.jp

教員略歴：森口／京都府立鴨沂高等学校､ 京都大学 栗栖／私立南山高等
学校女子部､ 東京大学 中谷／私立武蔵高等学校､ 東京大学

研究分野キーワード: 循環型社会システム､ 産業エコロジー､ 環境システム工学､ 都市環境工学､ 環
境心理学

主な就職先：シンクタンク､ コンサルティング､ 運輸､ 研究機関､ 大学院進学
主な出身高校：筑波大学附属駒場､ 東京学芸大学附属､ 埼玉県立浦和､ 駒場東邦､ 東海

都市資源管理研究室は､ 2011

年度に森口教授と中谷助教 (現・

講師) で発足しました｡ 2017年

度から栗栖准教授が加わり､ 新

たな体制で活動しています｡ 従

来型の環境汚染問題では､ 都市

で営まれる活動が､ そこに住む

人々の健康や生活環境に与える

影響への関心が中心でしたが､

今日では､ 消費者行動を含む都

市活動と地球規模の環境問題と

の関係を含めた､ より広い視野

が必要とされます｡ 都市資源管

理研究室では､ こうした社会的

要請に対して科学的に貢献する

ために､ 物質フロー・ストック

分析 (MFSA) やライフサイク

ル評価 (LCA) といった手法を

使った都市インフラやリサイク

ルシステムの分析から､ 環境消

費者の環境配慮行動の心理学的

な分析まで､ 幅広いアプローチ

で研究を進めています｡

エネルギー消費や物資の
蓄積､ 環境との関係を規
定する消費者行動も含む､
都市資源の適切な管理と
効率的・循環的な利用

東京大学

工学部 都市工学科／
大学院工学系研究科 都市工学専攻

都市資源管理研究室
教 授： 森口 祐一
准教授： 栗栖 聖
講 師： 中谷 隼

数 学 化 学 工 学

社会科学
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都市資源の適切な管理と効率

的・循環的な利用のためには､

まず都市資源の流れ (フローと

ストック) と､ それに伴って発

生する環境負荷や資源消費､ そ

れらの影響を定量的に明らかに

する必要があります｡ そうした

工学的な分析を消費者を含めた

利害関係者の判断や行動に活か

すためには､ 社会科学的なアプ

ローチも求められます｡ 都市資

源管理研究室では､ 幅広い研究

分野の知見を活用して､ 以下の

ような研究テーマに取り組んで

います｡

１. 土木構造物 (都市インフラ)

や建築物などの都市への蓄積

は､ 豊かな生活の基盤となる

一方､ 大量の資源を消費し､

寿命が尽きた後は廃棄物とな

ります｡ こうした都市への物

資の蓄積をMFSAによって定

量化し､ 日本全国の物質ストッ

クのデータベースを開発する

ことで､ その正と負の側面を

明らかにすることを目指して

います｡

２. 本当に環境に良いリサイク

ルとは何か､ 科学的かつ定量

的な分析が求められています｡

例えば､ リサイクルできる廃

プラスチックがどのくらいあっ

て､ それによってどのくらい

環境負荷が減らせるのか､

MFSAやLCAを用いて分析し､

より良いリサイクルシステム

を提案することを目指してい

ます｡

３. 消費活動に伴う環境負荷は､

どのような製品やサービスを

消費者が選択し､ どのように

使用し廃棄するかによっても

変化します｡ 価格やデザイン､

機能などの要素に加えて､ 製

品やサービスの環境配慮を､

どのように情報提供して消費

行動に結び付けることができ

るか､ 環境心理学や環境経済

学の知見を活用して分析して

います｡

研 究 概 要
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Ｕ Ｒ Ｌ：http://envsys.k.u-tokyo.ac.jp/
連 絡 先：info@esys.k.u-tokyo.ac.jp

研究分野キーワード：環境保全対策およびその関連分野､人間－自然系､ システム､ 総合的問題解決
主な就職先：官公庁､ 研究機関・シンクタンク､ 各種製造業､ エネルギー産業､ 商社等

本環境システム学専攻では､

環境分野に興味があるけれども

まだ具体的に研究したいテーマ

を持っていない学生でも､ 多彩

な教授陣で広い分野をカバーし

て共に研究を進めています｡ ま

た､ フィールド実習を通じて座

学の講義では身に付けることが

容易でない環境計測・分析の方

法や計測・分析結果の解釈・解

析の仕方などを学んだり､ 指定

された講義科目の中から必要単

位を履修することによって修了

が認定される環境技術者養成プ

ログラムと環境管理者養成プロ

グラムや､ 環境問題に関する国

際交渉を担う将来のエンジニア

や技術政策立案者の育成を目指

した英国インペリアルカレッジ

と提携した外国人学生交換プロ

グラムを提供するなど､ 学術的

な面だけでなく実践面にも重き

をおいています｡

人間－環境システムを構
成する要素間作用の把握
ならびに環境システムモ
デルの構築と環境調和型
社会の創成

東京大学

大学院新領域創成科学研究科

環境システム学専攻
専攻長：吉田好邦 教授
教授８名､ 准教授５名､ 講師１名で12の
分野 (研究室) をカバーしています｡

新 領 域
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人類の活動は､ 大気・水・土

壌・地殻・生態系からなる自然

界に大きな影響を与えているの

みならず､ 人間社会を含む環境

システム全体に様々な問題を発

生させています｡ これらの問題

に対峙して持続可能な将来を切

り開くには､ ①環境システムに

おける物質とエネルギーの流れ

の適切な把握・評価とシステム

を構成する要素間の相互作用の

解明､ ②科学・技術に基づいた

システムの理解とそこから導き

出される問題解決のための要素

技術の統合､ ③経済・環

境政策といった観点やリ

スクや安全という概念を

融合した総合的な問題解

決手法の構築と提示が強

く望まれています｡ 環境

システム学専攻では､ こ

のような方向性を指向し

た教育ならびに研究を意

欲的に進めています｡

＜環境システム学専攻に

おける12の分野＞

大気環境システム学分

野､ 地圏環境システム学

分野､ 海洋環境システム

学分野､ エネルギー環境学分野､

地球環境工学分野､ 環境化学エ

ネルギー工学分野､ 環境安全マ

ネジメント学分野､ 環境安全シ

ステム学分野､ 環境リスク評価

学分野､ 環境社会システム学分

野､ 環境システム情報学分野､

循環型社会創成学分野 (国立環

境研究所との連携講座) があり

ます｡

詳しくは､ 当専攻のホームペー

ジもご覧ください

(http://envsys.k.u-tokyo.ac.jp/)｡

研 究 概 要


